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１．はじめに

　のれんは、過去数十年にわたり、理論上、最も

論争の対象となってきた会計領域の一つであり、

実証研究においても企業の合併・買収をめぐる会

計方法の選択と併せて様々な角度から分析が行わ

れてきた。最近では、国際会計基準審議会（IASB）

が2015年６月に完了したIFRS3号に関する適用

後レビュー（PIR）において、実証研究のレビュ

ーをまとめたスタッフ・ペーパーを作成するなど、

会計基準設定主体からも高い関心が寄せられてい

る。本稿では、IASBがPIRの結果を基にのれんと

その減損処理に関する新プロジェクトを立ち上げ

たことを受けて、IFRS3号とIFRSと類似の内容を

もつ米国のSFAS142号の適用企業をめぐる実証

研究をサーベイする。

　具体的な研究を議論するのに先立ち、まず、

IFRS3号及びSFAS142号に共通する実証研究上の

論点を簡単な事例を交えて紹介する。続いて、両

基準の導入当初から懸念が寄せられてきた、買収

直後における買収価額ののれんと他の無形資産へ

の配分、及び資産計上後ののれんの減損処理にお
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